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〈資料１〉在校等時間の定義及び把握等について 

 

１ 在校等時間の定義について 
（１）在校等時間 

     「超勤4項目」に該当するものとして超過勤務を命じられた業務以外も含めて、学

校教育活動に関する業務※１として教師が校内に在校している時間及び職務として

行う研修※２や児童生徒等の引率※３などの校外での業務の時間を外形的に把握した

上で合算し、そこから休憩時間及び業務外の時間を除いたもの 

 

学校教育活動に関する業務※１とは 

児童生徒等の授業をはじめとした教育活動のほか、教務、児童生徒指導、授業の

ために必要な教材研究、教材教具管理、文書作成処理などの事務、外部関係者との

連絡調整、学校教育の一環として行われる部活動等 

 

職務として行う研修※２とは 

初任者研修や中堅教諭等資質向上研修といった法定研修のほか、県教育委員会主

催の研修等、職務命令により参加する各種の研修 

（いわゆる職専免研修は、「職務として行う研修」には含まない。） 

 

職務として行う児童生徒等の引率※３とは 

校外学習や修学旅行の引率業務、勤務時間内の部活動の競技大会、コンクール等

への引率業務のほか、所定の勤務時間外の部活動の練習試合等への引率業務 

（引率業務以外でも校外の業務として対象と考えられる業務として、児童生徒等の

家庭訪問、警察や児童相談所等の関係機関との打合せ等が挙げられる。） 

 

（２）時間外在校等時間の「上限時間」（原則） 

  ○ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の1箇月の合計時間 

（以下、「1箇月時間外在校等時間」という。）45時間 

  ○ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の1年間の合計時間 

（以下、「1年間時間外在校等時間」という。）360時間 

 

  （３）児童生徒等に係る臨時的な特別の事情がある場合の上限時間 

     県教育委員会は、児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な 

増加に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合 

においては、上記（２）の規定にかかわらず、教職員の在校等時間から所定の勤務 

時間を除いた時間を、次に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職 

員の業務量の適切な管理を行う 

○ 「1箇月時間外在校等時間」100時間以内 

○ 「1年間時間外在校等時間」720時間以内 

○  1年のうち「1箇月時間外在校等時間」が45時間を超える月数6月 

○ 連続する2箇月、3箇月、4箇月、5箇月及び6箇月のそれぞれの期間について、 

各月の「1箇月時間外在校等時間」の1箇月当たりの平均時間80時間 
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２ 在校等時間の把握等について 
  （１）方法 

    校務支援システムによる管理 

 

  （２）留意点 

    ○ 「在校している時間」とは、学校に出勤で到着した時間から、帰宅のために 

学校を出る時間までを指す。 

○ 修学旅行や校外学習等に関する引率業務については、行程表や出張復命書等 

をもって外形的に業務時間を把握する。 

    ○ 部活動に関する引率業務については、特殊勤務手当（部活動手当）の申請書 

     や活動記録等をもって外形的に把握する。 

    ○ いわゆる「持ち帰り」の時間については、「在校等時間」には含まない。た 

だし、自宅等で行う業務であっても、在宅勤務等によるものについては、「在 

校等時間」に含むものとする。 

 

   （３）注意事項 ※文科省通知より一部抜粋 

    ○ 実際の時間外在校等時間より短い時間を記録することはあってはならない。 

        ○ 時間外在校等時間の上限時間を遵守することや計画に定める目標を達成する 

ために、自宅等への持ち帰り業務を増加させることがあってはならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〈資料２〉 校長の取組に係る年間フローについて



〈資料３〉 各学校の取組について
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〈資料４〉チェックシート 

 

　「文書受付や各種調査・照会事務」、「ＰＴＡや地域連携
活動」、「学校の解錠・施錠」等、副校長・教頭の負担が大
きい業務について、管理職間や事務長・事務職員及び、主幹
教諭等との業務分担を推進している。

※高校・中等教育学校のみ

※高校・中等教育学校のみ

※高校・中等教育学校のみ

※高校・中等教育学校のみ

※高校以外

✕



学
校
と
教
師
の
業
務
の
３
分
類

➢
教
師
が
教
師
で
な
け
れ
ば
で
き
な
い
業
務
に
専
念
で
き
る
よ
う
、
服
務
監
督
教
育
委
員
会
は
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
、

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
お
け
る
業
務
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
優
先
的
に
対
応
す
る
も
の
か
ら
「業
務
量
管
理
・健
康
確
保
措
置
実
施
計
画
」に
反
映
。

➢
学
校
は
、
学
校
運
営
協
議
会
等
で
の
議
論
を
経
て
、
優
先
順
位
を
定
め
な
が
ら
、
各
校
の
実
情
に
応
じ
た
運
用
を
行
う
。

 こ
れ
ら
の
代
表
例
の
ほ
か
、
地
域
・
学
校
ご
と
の
議
論
を
踏
ま
え
て
、
業
務
を
不
断
に
見
直
す
こ
と
が
必
要
。

登
下
校
時
の
通
学
路
に
お
け
る

日
常
的
な
見
守
り
活
動
等

放
課
後
か
ら
夜
間
な
ど
に
お
け
る

校
外
の
見
回
り
、

児
童
生
徒
が
補
導
さ
れ
た
時
の
対
応

学
校
徴
収
金
の
徴
収
・
管
理

（
公
会
計
化
等
）

地
域
学
校
協
働
活
動
の
関
係
者
間

の
連
絡
調
整
等

保
護
者
等
か
ら
の
過
剰
な
苦
情
や

不
当
な
要
求
等
の
学
校
で
は
対
応

が
困
難
な
事
案
へ
の
対
応

調
査
・
統
計
等
へ
の
回
答
｜
学
校
へ
の
依
頼
を
減
ら
し
、

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
つ
つ
、
事
務
職
員
を
中
心
に
実
施

学
校
の
広
報
資
料
・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
作
成
・

管
理
｜
学
校
が
行
う
場
合
は
事
務
職
員
等
が
積
極
的
に
参
画

IC
T
機
器
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
設
備
の
日
常
的
な
保

守
・管
理
｜
教
育
委
員
会
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
事
務
職

員
等
を
中
心
に
実
施
し
つ
つ
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
外
部
委

託
も
積
極
的
に
検
討

学
校
プ
ー
ル
や
体
育
館
等
の
施
設
・
設
備

の
管
理
｜
教
師
は
授
業
等
に
付
随
し
て
行
う
日
常
点
検

を
担
い
、
外
部
委
託
等
も
積
極
的
に
検
討

校
舎
の
開
錠
・
施
錠
｜
副
校
長
・教
頭
に
固
定
せ
ず
、

機
械
警
備
、
役
割
分
担
の
見
直
し
等
を
促
進

児
童
生
徒
の
休
み
時
間
に
お
け
る
安
全
へ

の
配
慮
｜
地
域
住
民
等
の
支
援
や
、
輪
番
等
を
促
進

校
内
清
掃
｜
児
童
生
徒
へ
の
清
掃
指
導
は
、
地
域
住

民
等
の
支
援
を
得
て
、
回
数
・範
囲
の
合
理
化
等
を
促
進

部
活
動
｜
部
活
動
の
地
域
展
開
・地
域
連
携
を
推
進

給
食
の
時
間
に
お
け
る
対
応
｜
食
に
関
す
る

指
導
に
つ
い
て
は
、
栄
養
教
諭
等
が
対
応

授
業
準
備
｜
教
材
の
印
刷
な
ど
補
助
的
業
務
を
教
員

業
務
支
援
員
等
の
支
援
ス
タ
ッ
フ
を
実
施
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の

活
用
を
促
進

学
習
評
価
や
成
績
処
理
｜
採
点
作
業
等
の
う
ち

補
助
的
業
務
を
教
員
業
務
支
援
員
等
の
支
援
ス
タ
ッ
フ
を
中

心
に
実
施
、
自
動
採
点
等
の
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
を
促
進

学
校
行
事
の
準
備
・
運
営
｜
関
係
機
関
と
の
日
程

調
整
や
物
品
の
準
備
等
に
つ
い
て
、
事
務
職
員
や
支
援
ス
タ
ッフ
と

の
協
働
を
促
進
し
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
て
外
部
委
託
等
も
検
討

進
路
指
導
の
準
備
｜
就
職
先
に
関
す
る
情
報
収
集

等
に
つ
い
て
、
事
務
職
員
や
支
援
ス
タ
ッ
フ
と
の
協
働
を
促
進

支
援
が
必
要
な
児
童
生
徒
・
家
庭

へ
の
対
応
｜
専
門
ス
タ
ッ
フ
と
の
協
働
等
を
促
進

※
朝
の
時
間
帯
や
下
校
時
間
の
後
に
、
学
校
施
設
で
預
か
り
活
動

を
行
う
必
要
が
あ
る
場
合
は
、
学
校
以
外
の
管
理
体
制
を
構
築
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※
  
専
門
ス
タ
ッ
フ
と
の
協
働
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
や
外
部
委
託
の
促
進
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
の
関
係
機
関
が
積
極
的
に
参
画

学
校
以
外
が
担
う
べ
き
業
務

教
師
以
外
が
積
極
的
に
参
画
す
べ
き
業
務

教
師
の
業
務
だ
が
負
担
軽
減
を
促
進
す
べ
き
業
務

ま
ず
取
り
組
め
る
こ
と
・

取
り
組
む
べ
き
こ
と
は
何
か
、

話
し
合
う
こ
と
が
大
切
で
す
。



教師の健康・福祉の確保に向けて

今般の法改正等を踏まえ、各学校においては

学校における業務分担の見直し、標準を大きく上回る授業時数の見直し、
校務DXの加速化など、学校における働き方改革の更なる徹底による

教育職員の時間外在校等時間の縮減

といった取組を進めていきましょう！

学校評価の結果に基づき学校運営の改善を図るための措置を講ずる際、
改善のために業務が際限なく積みあがらないようにすること

学校運営の「基本的な方針」に働き方改革推進に関する内容を含めることで
コミュニティ・スクールなどを活用しつつ、地域や保護者と連携しながら取組を推進

教職員の勤務時間管理を適切に行った上で、学校における

業務分担の見直しや適正化、必要な執務環境の整備を行い、

健康管理に取り組む必要があります

その際、時間外在校等時間が

特に長時間となっている教師については、現状の把握と、

具体的な手立てを最優先で講じることが重要です

国や教育委員会では、教職員定数の改善や支援スタッフの充実などの
環境整備を進めてきています。

学校においても、教師の健康・福祉を確保するとともに、

教師が教師でなくてはできないことに集中する

ことができるチーム学校の実現に取り組んでいきましょう
文部科学省HP「全国の学校に

おける働き方改革事例集」

校長先生等
の皆様へ

安全配慮義務
に関する裁判例

（最二小判平成12年３月24日民集第54巻3号1155頁）

使用者は、その雇用する労働者に従事

させる業務を定めてこれを管理するに

際し、業務の遂行に伴う疲労や心理的

負荷等が過度に蓄積して労働者の心身

の健康を損なうことがないよう注意す

る義務を負うと解するのが相当であり、

使用者に代わって労働者に対し業務上

の指揮監督を行う権限を有する者は、

使用者の上記注意義務の内容に従って

その権限を行使すべきものである。

校長等の管理職は、教師の健康を守る
「安全配慮義務」があります

取組モデル２ 地域・保護者への見える化取組モデル１ 日課表の見直し

校長先生 学校だよりに勤務状況を掲載しました。
時間外在校等時間の多い月には、
その要因となった業務（学校行事と
テストの作成・採点が重なったことなど）
についても掲載し、背景を知ってもらう
ようにしています。

保護者

先生方がかなり忙しい生活を送って
いることがわかりました。協力できる
ことがあれば言ってください。

先生

自分と他の教師の時間外在校等時間
を比較することができ、自身の働き方
を見直すきっかけになりました。

校長先生 朝活動・昼休み・清掃を短縮したり、
清掃を朝活動の時間に行うなどの見
直しを行いました。
その際、保護者へしっかりと意図を
説明しました。

先生
清掃を毎日行わなくても、さほど問題
が生じないことがわかりました。
また、子供の下校時刻が早くなり、
放課後の業務にゆとりができました。

保護者
朝読書がなくなることへの不安や、
校内が汚くなるのではないかとの懸念
もありましたが、丁寧に説明して
もらえたことで安心できました。
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「宮崎県の県立学校教職員に関する 

業務量管理・健康確保措置実施計画」 

 

令和８年３月策定・発行 
 
 

 

（事務局） 宮崎県 教育庁 教職員課 

〒880-8502 宮崎市橘通東１丁目９番10号 

TEL:0985-26-7241 
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